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2 節では、現状を見ながら男女共同参画の推進の必要性を確認し、第 3 節では、








大学 10 校、公立大学 4 校、私立大学 6 校の計 20 校について、2013 年 7 月から













による GII（ジェンダー不平等指数）は 2013 年度で 148 ヵ国中 21 位、世界経済フ




























かない（図 1、以下本項のデータは 2013 年度学校基本調査による）。 
  
第 1 章 大学において男女共同参画をすすめる意義と具体的取組 
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ちなみに、やや古いデータであるが、アメリカでは US News& World Report
社の 2011 年のトップ 30 大学にリストアップされていた大学のうち、1 位のハー
バード大学以下、プリンストン大、ペンシルバニア大、MIT、ブラウン大、バー
ジニア大、ミシガン大と 4 分の 1 近くが女性の学長であった（村松 2011、p.25）。 
日本の国立大学についていえば、女性の学長は 2014 年度までのすべての就任
者を見ても、女子大学と、外国語学部または教育学部のみの単科大学の計 6 大学
に計 8 名を数えるのみである。現在、国立大学は 86 大学あるが、女性の学長が



















































2005 年 12 月に策定された国の第二次男女共同参画基本計画は、12 の重点分
野について、それぞれ数値目標をかかげた。社会のあらゆる分野における指導的
立場において女性が占める割合を 2020 年までに少なくとも 30％とする、いわゆ
る「202030」もここで示された。第二次計画で、新たな取組を必要とする分野と
して、「防災」などとともに盛り込まれた「科学技術」においては、自然科学系
全体として女性研究者を 25％とすることが目安とされた。これは、翌 2006 年 3















































































































































































4 2014 年度までに、女性研究者支援事業に採択されたのは延べ 112 大学で、ほかに国
立高等専門学校機構や独立行政法人等 8 機関となっている。3 回採択されている大
学が 6 大学など、複数回採択されている大学も多いが、採択されたことのある大学
の実数では、国立大学 56 大学、公立大学 9 大学、私立大学 22 大学である。このほ
か拠点型、連携型などで代表機関と共同している機関（多くは以前の採択実績があ
る大学・機関）もある。 
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